
【表紙】

　
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年11月13日

【四半期会計期間】 第96期第２四半期(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

【会社名】 株式会社関電工

【英訳名】 ＫＡＮＤＥＮＫＯ  ＣＯ.,ＬＴＤ.

【代表者の役職氏名】 取締役社長    山口  学

【本店の所在の場所】 東京都港区芝浦４丁目８番33号

【電話番号】 ０３－５４７６－２１１１(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長    寺内  春彦

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝浦４丁目８番33号

【電話番号】 ０３－５４７６－２１１１(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長    寺内  春彦

【縦覧に供する場所】 株式会社関電工  神奈川支店

(神奈川県横浜市西区平沼１丁目１番８号)

株式会社関電工  千葉支店

(千葉県千葉市中央区新宿２丁目１番24号)

株式会社関電工  埼玉支店

(埼玉県さいたま市南区根岸３丁目22番15号)

株式会社関電工  関西支店

(大阪府大阪市中央区南久宝寺町２丁目６番15号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 1/30



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第95期

前第２四半期
連結累計期間

第96期
当第２四半期
連結累計期間

第95期
前第２四半期
連結会計期間

第96期
当第２四半期
連結会計期間

第95期

会計期間
自平成20年４月１日

至平成20年９月30日

自平成21年４月１日

至平成21年９月30日

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

自平成20年４月１日

至平成21年３月31日

売上高
(百万円)

　
212,955 216,205 117,179 121,180 473,804

経常利益 (百万円) 4,604 5,550 1,890 3,268 9,854

四半期(当期)純利益(百万円) 2,900 3,041 1,329 1,983 5,586

純資産額 (百万円) － － 175,227 176,337 172,487

総資産額 (百万円) － － 364,125 344,286 379,093

１株当たり純資産額 (円) － － 840.82 844.62 826.08

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 14.17 14.87 6.50 9.70 27.30

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 47.24 50.18 44.57

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,349 2,435 － － 16,947

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,114 △5,555 － － △9,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △761 △1,401 － － △3,519

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)
残高

(百万円) － － 37,972 36,515 41,060

従業員数 (人) － － 8,359 8,718 8,513

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はない。また、

主要な関係会社に異動はない。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 8,718　[1,119]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。

　

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 6,427　 　

（注）従業員数は就業人員数である。
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第２【事業の状況】

　

（注）「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

　

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業においては、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載し

ていない。

事業の大部分を占めている設備工事業においては、請負形態をとっているため、販売実績という定義が実態にそぐ

わないことや、設備工事業以外の事業では受注生産形態をとっていないことから、「受注及び販売の状況」について

は、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における各事業の種類別セグメントの業績に関

連付けて記載している。

また、当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合についても、「４

　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に注記している。

なお、当社グループにおける受注及び販売の状況の大部分を提出会社が占めているため、提出会社個別の状況を参

考のために記載すると次のとおりである。

　

（設備工事業における提出会社の受注工事高及び完成工事高の状況）

(1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高

期中受注
工事高

計
期中完成
工事高

期末繰越
工事高

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第２四半期累計期間
　

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・
環境設備工事

160,636　 117,309277,94684,165193,781

情報通信工事 9,900 19,556 29,456 17,072 12,384

配電線工事 2,151 80,620 82,771 80,025 2,745

工務関係工事 22,146 18,252 40,398 15,739 24,659

計 194,835235,738430,573197,002233,570

当第２四半期累計期間
　

（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

屋内線・
環境設備工事

171,352　 95,715267,06892,331174,737

情報通信工事 8,398 20,715 29,113 19,614 9,499

配電線工事 2,733 76,441 79,175 74,964 4,210

工務関係工事 25,590 17,314 42,904 13,987 28,916

計 208,074210,186418,261200,897217,363

前事業年度
　

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

屋内線・
環境設備工事

160,636206,199366,836195,483171,352

情報通信工事 9,900 39,560 49,460 41,062 8,398

配電線工事 2,151 166,788168,939166,205 2,733

工務関係工事 22,146 35,490 57,636 32,046 25,590

計 194,835448,038642,873434,798208,074

（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。　
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(2）受注工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第２四半期会計期間
　

（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・環境設備工事 1,855 395 50,492 52,743

情報通信工事 546 805 9,175 10,528

配電線工事 0 41,547 901 42,449

工務関係工事 80 5,419 3,168 8,668

計 2,482 48,167 63,738 114,389

当第２四半期会計期間
　

（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

屋内線・環境設備工事 1,785 1,595 49,248 52,629

情報通信工事 108 627 8,560 9,296

配電線工事 29 39,674 688 40,393

工務関係工事 79 6,740 2,676 9,496

計 2,003 48,637 61,175 111,816

　

(3）完成工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第２四半期会計期間
　

（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

屋内線・環境設備工事 2,580 828 44,000 47,409

情報通信工事 27 877 9,805 10,710

配電線工事 0 41,282 732 42,015

工務関係工事 609 4,715 3,000 8,325

計 3,217 47,705 57,539 108,461

当第２四半期会計期間
　

（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

屋内線・環境設備工事 4,685 160 48,328 53,175

情報通信工事 33 632 10,150 10,816

配電線工事 125 38,782 690 39,598

工務関係工事 8 6,697 2,574 9,280

計 4,854 46,273 61,744 112,872

　

(4）繰越工事高

　 平成21年９月30日現在

区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

屋内線・環境設備工事 9,446 2,974 162,316 174,737

情報通信工事 364 48 9,086 9,499

配電線工事 － 4,162 48 4,210

工務関係工事 551 15,551 12,813 28,916

計 10,361 22,736 184,265 217,363
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２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。　

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。 

 

(1）業績の状況

当社グループを取り巻く事業環境は、民間建設投資が当初計画の延期・凍結などにより著しく減少するととも

に、電力設備投資も依然として圧縮措置が講じられたことから、極めて厳しい状況で終始した。

このような状況にあって当社グループは、現場施工力の効率的な運用やコストマネジメント機能の強化を始めと

する様々な収益構造改革にグループを挙げて取り組んだ。

この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,211億８千万円（前第２四半期連結会計期間比40億１百

万円増）、営業利益31億９千９百万円（前第２四半期連結会計期間比13億６千９百万円増）、経常利益32億６千８

百万円（前第２四半期連結会計期間比13億７千７百万円増）、四半期純利益19億８千３百万円（前第２四半期連結

会計期間比６億５千３百万円増）となった。 

 

①事業の種類別セグメント

（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高1,232億２千万円（前第２四半期連結会計

期間比５億６千８百万円増）、完成工事高1,202億２千５百万円（前第２四半期連結会計期間比46億３千８百万

円増）、営業利益29億１千１百万円（前第２四半期連結会計期間比12億８千８百万円増）となった。

 

（電気機器販売業等）

電気機器販売業等の業績は、売上高９億５千５百万円（前第２四半期連結会計期間比６億３千７百万円減）、

営業利益１億６千２百万円（前第２四半期連結会計期間比１千１百万円減）となった。

 

②所在地別セグメント

在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。 

 

（注）当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりで

ある。

前第２四半期連結会計期間 東京電力㈱ 47,745百万円 40.7％　

当第２四半期連結会計期間 東京電力㈱ 47,542百万円 39.2％
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動及び財

務活動のそれぞれで資金の減少があったため、第１四半期連結会計期間末から97億８千１百万円減少した。これに

より、当第２四半期連結会計期間末残高は、365億１千５百万円となった。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間では、営業活動によって40億６千１百万円の資金が減少した（前第２四半期連結会計

期間比87億２千８百万円減）。

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は24億３千５百万円であり、これは、税金等調整

前四半期純利益64億７百万円、売上債権の減少額247億５千８百万円、未成工事支出金の減少額89億６千８百万円な

どの資金増加要因が、仕入債務の減少額274億２千３百万円、未成工事受入金の減少額82億５千３百万円などの資金

減少要因を上回ったことによるものである。　

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間では、投資活動によって50億６百万円の資金が減少した（前第２四半期連結会計期間

比45億５千３百万円減）。

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は55億５千５百万円であり、これは主に、有価証

券の償還により70億円の収入があったものの、有価証券の取得に90億円、有形固定資産の取得に23億６千２百万円

を支出したことによるものである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間では、財務活動によって６億８千４百万円の資金が減少した（前第２四半期連結会計

期間比６億６千７百万円減）。

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は14億１百万円であり、これは主に、配当金の支

払に12億２千７百万円を支出したことによるものである。　

 

(3）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ348億７百万円減少し、3,442億８千６百万

円となった。

　

（資産の部）

流動資産は、受取手形・完成工事未収入金等が246億２千１百万円、未成工事支出金が89億６千８百万円減少した

ことなどから、流動資産合計で前連結会計年度末に比べ364億７千９百万円減少した。

固定資産は、主に投資有価証券が23億１千３百万円増加したことから、固定資産合計で前連結会計年度末に比べ

16億７千２百万円増加した。

　

（負債の部）

負債の部は、流動負債の支払手形・工事未払金等が278億５千７百万円、未成工事受入金が82億５千３百万円減少

したことなどから、負債合計で前連結会計年度末に比べ386億５千７百万円減少した。

　

（純資産の部）

純資産の部は、利益剰余金が18億１千５百万円、その他有価証券評価差額金が19億７千３百万円増加したことな

どから、純資産合計で前連結会計年度末に比べ38億４千９百万円増加した。   

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はない。 

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、１億８千５百万円である。
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第３【設備の状況】

　

（注）「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

(1）主要な設備の状況

（提出会社及び国内子会社）

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画していた重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はない。また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は

以下の通りであり、新たに確定した重要な設備の拡充、改修、除却、売却等の計画はない。

（新設の計画）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

内容
投資予定金額
（百万円） 資金調達

方法
備考

総額 既支払額

㈱関電工

（仮称）錦糸町ビル

（東京都墨田区）

設備工事業 建物 1,520 1 自己資金
平成22年３月着工予定

平成23年４月完成予定

　

②第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に取得したものは、次の

とおりである。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

内容
投資額
（百万円）

備考

㈱関電工

東京支店他

（東京都文京区他）

設備工事業 車両運搬具 254主に配電線工事の作業用車両等

設備工事業 機械装置等 235主に配電線工事の工事用機械等

㈱関電工

神奈川支店

横須賀営業所

（神奈川県横須賀市）　

設備工事業　 建物　 467平成21年７月完成

　

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 8/30



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成21年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338　 205,288,338
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

である。

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

　

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

（3）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241
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（5）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 94,753　 46.15

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,121 4.93

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,064 4.90

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,153 2.51

関電工従業員持株会 東京都港区芝浦４丁目８番33号 3,785 1.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,918 0.93

日興シティ信託銀行株式会社
(投信口)

東京都品川区東品川２丁目３番14号 1,728 0.84

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,726 0.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,684 0.82

高砂熱学工業株式会社 東京都千代田区神田駿河台４丁目２番地５ 1,318 0.64

計 － 132,251 64.42

　

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      751,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　203,099,000 203,099　 －

単元未満株式 普通株式  　1,438,338 －
１単元(1,000株)
未満の株式

発行済株式総数 205,288,338　 － －

総株主の議決権 － 203,099　 －

（注）１　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数１個)含まれてい

る。

２　「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数が１個含まれている。
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②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 751,000　 － 751,000 0.36

計 － 751,000 － 751,000 0.36

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 696　 676 735 725 659 645

最低（円） 601 615 671 619 603 588

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書には平成21年７月１日現在の役員の状況を記載しているが、それ以降当四半期報告書

提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載している。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会

計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、井上監査法人による四

半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 31,049 44,320

受取手形・完成工事未収入金等 59,699 84,321

有価証券 22,003 11,001

未成工事支出金 ※3
 69,646 78,614

材料貯蔵品 7,061 7,025

その他 12,339 13,842

貸倒引当金 △1,335 △2,180

流動資産合計 200,465 236,944

固定資産

有形固定資産

土地 59,229 59,290

その他（純額） 29,576 30,512

有形固定資産合計 ※1
 88,805

※1
 89,802

無形固定資産 2,311 2,264

投資その他の資産

投資有価証券 32,659 30,345

その他 24,912 24,745

貸倒引当金 △4,868 △5,009

投資その他の資産合計 52,703 50,081

固定資産合計 143,821 142,148

資産合計 344,286 379,093

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 54,410 82,267

短期借入金 11,270 10,264

未払法人税等 3,398 2,342

未成工事受入金 36,836 45,089

工事損失引当金 ※3
 2,930 2,994

その他の引当金 826 965

その他 12,532 14,597

流動負債合計 122,204 158,520

固定負債

長期借入金 300 1,282

退職給付引当金 33,172 34,213

その他の引当金 940 923

その他 11,331 11,666

固定負債合計 45,744 48,085

負債合計 167,948 206,605
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,426 6,426

利益剰余金 158,430 156,614

自己株式 △427 △415

株主資本合計 174,693 172,889

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,855 3,881

土地再評価差額金 △7,792 △7,791

評価・換算差額等合計 △1,937 △3,909

少数株主持分 3,581 3,507

純資産合計 176,337 172,487

負債純資産合計 344,286 379,093
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

完成工事高 212,955 216,205

完成工事原価 197,275 198,833

完成工事総利益 15,679 17,372

販売費及び一般管理費 ※1
 11,721

※1
 12,373

営業利益 3,958 4,998

営業外収益

受取配当金 417 366

その他 421 363

営業外収益合計 839 729

営業外費用

支払利息 109 85

為替差損 － 40

その他 83 52

営業外費用合計 193 177

経常利益 4,604 5,550

特別利益

前期損益修正益 200 ※2
 955

その他 － 18

特別利益合計 200 974

特別損失

固定資産除却損 － 74

投資有価証券評価損 438 32

その他 30 10

特別損失合計 469 117

税金等調整前四半期純利益 4,335 6,407

法人税等 ※3
 1,376

※3
 3,271

少数株主利益 58 94

四半期純利益 2,900 3,041
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

完成工事高 117,179 121,180

完成工事原価 109,409 111,833

完成工事総利益 7,770 9,347

販売費及び一般管理費 ※1
 5,940

※1
 6,148

営業利益 1,830 3,199

営業外収益

受取利息 82 61

受取賃貸料 51 －

その他 113 134

営業外収益合計 247 195

営業外費用

支払利息 55 42

為替差損 70 56

その他 61 27

営業外費用合計 187 126

経常利益 1,890 3,268

特別利益

前期損益修正益 92 ※2
 826

その他 － 7

特別利益合計 92 834

特別損失

固定資産除却損 13 73

投資有価証券評価損 － 22

減損損失 5 －

その他 － 2

特別損失合計 18 98

税金等調整前四半期純利益 1,963 4,004

法人税等 ※3
 611

※3
 1,882

少数株主利益 23 138

四半期純利益 1,329 1,983

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

16/30



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,335 6,407

減価償却費 2,735 2,868

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 △986

工事損失引当金の増減額（△は減少） － △64

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,888 △1,040

受取利息及び受取配当金 △575 △492

支払利息 109 85

投資有価証券評価損益（△は益） 438 32

投資有価証券売却損益（△は益） 9 △11

持分法による投資損益（△は益） △10 －

売上債権の増減額（△は増加） 35,514 24,758

未成工事支出金の増減額（△は増加） △10,789 8,968

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） － △35

仕入債務の増減額（△は減少） △32,533 △27,423

未成工事受入金の増減額（△は減少） 10,027 △8,253

その他 △855 △724

小計 6,484 4,088

利息及び配当金の受取額 564 490

利息の支払額 △109 △85

法人税等の支払額 △589 △2,057

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,349 2,435

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △173 726

有価証券の取得による支出 △3,000 △9,000

有価証券の売却及び償還による収入 1,000 7,000

有形固定資産の取得による支出 △2,536 △2,362

有形固定資産の売却による収入 47 35

投資有価証券の取得による支出 △1,075 △55

投資有価証券の売却及び償還による収入 38 58

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

804 －

貸付けによる支出 △17 △145

貸付金の回収による収入 23 7

その他 △225 △1,821

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,114 △5,555
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 668 164

長期借入れによる収入 200 100

長期借入金の返済による支出 △340 △240

配当金の支払額 △1,227 △1,227

その他 △61 △198

財務活動によるキャッシュ・フロー △761 △1,401

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469 △4,544

現金及び現金同等物の期首残高 37,503 41,060

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,972 36,515
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
会計処理基準に関する

事項の変更

　
(1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主に工事完成基準を適用していた

が、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号  平成19年12月27日)及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27

日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契

約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事

については工事完成基準を適用している。

これにより、当第２四半期連結累計期間の完成工事高は926百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ38百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　
　

　
　

　
(2）重要な引当金の計上基準の変更

退職給付引当金

当社は、数理計算上の差異について、従来、発生額の概ね90％が費用処理される定率法

(５年)を採用していたが、数理計算上の差異を発生年度ごとに管理するとともに、各連

結会計年度の発生額を平均残存勤務期間内の一定の年数で按分する方法により全額費

用処理し、期間損益計算の適正化を図るため、第１四半期連結会計期間から定額法(５

年)に変更している。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は、それぞれ498百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　
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【表示方法の変更】

（四半期連結貸借対照表関係）

 当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

　
「工事損失引当金」は、前第２四半期連結会計期間末において、流動負債の「引当金」に含めて表示していたが、「工

事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号  平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用したことを契機として、区分掲

記した。

なお、前第２四半期連結会計期間末の流動負債の「引当金」に含まれている金額は2,425百万円である。
　
　
前第２四半期連結会計期間末において区分掲記していた「負ののれん」は、負債純資産合計の100分の１以下である

ため、固定負債の「その他」に含めている。

なお、当第２四半期連結会計期間末の固定負債の「その他」に含まれている金額は347百万円である。
　

　

（四半期連結損益計算書関係）

 当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）　

　
前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用総額の100分

の20を超えたため、区分掲記した。　

なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれている金額は19百万円である。

　
前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、特別損失総額の100

分の20を超えたため、区分掲記した。

なお、前第２四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれている金額は13百万円である。

　

 当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）　

　
前第２四半期連結会計期間において区分掲記していた営業外収益の「受取賃貸料」は、営業外収益総額の100分の20

以下であるため、営業外収益の「その他」に含めている。　

なお、当第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれている金額は15百万円である。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
営業活動によるキャッシュ・フローの「工事損失引当金の増減額(△は減少)」は、前第２四半期連結累計期間におい

て営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していたが、重要性が増加したため区分掲記した。

なお、前第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている金額は△872百

万円である。
　
　
営業活動によるキャッシュ・フローの「その他のたな卸資産の増減額(△は増加)」は、前第２四半期連結累計期間に

おいて営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していたが、重要性が増加したため区分掲記し

た。

なお、前第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている金額は125百万

円である。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
１　一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　
当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度に算定したものから

著しい変動がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して一般

債権の貸倒見積高を算定している。
　

　
２　棚卸資産の評価方法

　
一部の棚卸資産は、実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として

合理的な方法により算定している。
　

　
３　固定資産の減価償却費の

算定方法

　
定率法による減価償却費は、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定している。
　

　
４　経過勘定項目の算定方法

　
一部の経過勘定項目は、合理的な算定方法による概算額で計上している。
　

　
５　法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　
繰延税金資産の回収可能性の判断は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度で使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングを利用している。
　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
税金費用の計算

　
税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　
※１　有形固定資産の減価償却累計額は、99,077百万円で

ある。
　

　
※１　有形固定資産の減価償却累計額は、97,857百万円で

ある。
　

　
２　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。　

　
２　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,138

　

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,189

　
　
※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は1,431

百万円である。 
　

　
―――――――

　

（四半期連結損益計算書関係）

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 5,681百万円

事務用品費 818〃
　

従業員給料手当 5,971百万円

事務用品費 837〃
　

　
―――――――

　
※２　前期損益修正益の主なものは、貸倒引当金戻入額で

ある。
　
※３　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は、「法人税等」として一括して記載してい

る。
　

　
※３　法人税等の表示方法

同左

　　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 2,923百万円

事務用品費 418〃
　

従業員給料手当 3,031百万円

事務用品費 427〃
　

　
―――――――

　
※２　前期損益修正益の主なものは、貸倒引当金戻入額で

ある。
　
※３　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は、「法人税等」として一括して記載してい

る。
　

　
※３　法人税等の表示方法

同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　
現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残

高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

　
現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残

高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金預金勘定 30,942百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,960〃

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資(有価証券)
13,990〃

現金及び現金同等物 37,972〃
　

現金預金勘定 31,049百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,533〃

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資(有価証券)　
11,999〃

現金及び現金同等物 36,515〃
　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び

当第２四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日）

　

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  205,288千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式      751千株

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,227百万円 6.0円 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 1,636百万円 8.0円 平成21年９月30日平成21年12月４日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 115,587 1,592 117,179 － 117,179

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
29 7,635 7,665 (7,665) －

計 115,617 9,228 124,845 (7,665) 117,179

営業利益 1,623 173 1,797 32 1,830

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 120,225　 955 121,180 － 121,180

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
19 6,556 6,576(6,576)　　　　 －

計 120,245 7,511 127,757 (6,576) 121,180

営業利益 2,911 162 3,074 124 3,199

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 209,549 3,405 212,955 － 212,955

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
49 15,739 15,788 (15,788) －

計 209,598 19,145 228,744 (15,788) 212,955

営業利益 3,643 306 3,950 7 3,958
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 214,267　 1,938 216,205 － 216,205

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
58 13,709 13,768(13,768)　　 －

計 214,325 15,648 229,974(13,768)　　 216,205

営業利益 4,625 292 4,918 80 4,998

（注）１  事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1）事業区分の方法

　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

設備工事業      ：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

電気機器販売業等：電気機械、器具の販売及びその他の事業

２  会計処理の変更

当第２四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「会計処理基準に関する事項

の変更(1)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

この結果、当第２四半期連結累計期間において、「設備工事業」の外部顧客に対する売上高が926百万

円、営業利益が38百万円増加しているが、「電気機器販売業等」の売上高及び営業利益には影響がない。

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「会計処理基準に関する事項

の変更(2)重要な引当金の計上基準の変更」に記載のとおり、当社は、数理計算上の差異について、従来、定

率法(５年)により費用処理していたが、第１四半期連結会計期間より、定額法(５年)により費用処理する

方法に変更している。

この結果、当第２四半期連結累計期間において、「設備工事業」の営業利益が498百万円増加している

が、「電気機器販売業等」の営業利益には影響がない。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日  至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日  至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日）

在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。

　　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日  至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日  至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至

平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年９月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。　　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

25/30



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　
１株当たり純資産額 844.62円
　

　
１株当たり純資産額 826.08円
　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。　

　
当第２四半期
連結会計期間末

（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 176,337　 172,487

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 3,581 3,507

（うち少数株主持分） (百万円) (3,581) (3,507)

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 (百万円) 172,756 168,980

普通株式の四半期末(期末)株式数 (千株) 204,536 204,555

　

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日）

　
１株当たり四半期純利益金額 14.17円
　

　
１株当たり四半期純利益金額 14.87円
　

（注）１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日）

四半期純利益 (百万円) 2,900 3,041　

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,900 3,041

普通株式の期中平均株式数 (千株) 204,618 204,546

　

前第２四半期連結会計期間
（自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日）

　
１株当たり四半期純利益金額 6.50円
　

　
１株当たり四半期純利益金額 9.70円
　

（注）１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第２四半期連結会計期間
（自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日）

四半期純利益 (百万円) 1,329 1,983

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 1,329 1,983

普通株式の期中平均株式数 (千株) 204,612 204,542
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２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日 平成21年10月30日

(2）中間配当金の総額 1,636百万円

(3）１株当たりの金額 ８円

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成20年11月７日

株式会社　関　電　工

取　締　役　会　　御中
 

井　上　監　査　法　人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 萱　嶋　秀　雄　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平　松　正　己　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 林　　　映　男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成21年11月６日

株式会社　関　電　工

取　締　役　会　　御中
 

井　上　監　査　法　人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 平  松  正  己    印

 

 業務執行社員  公認会計士 林      映  男    印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は退職給付引当金に関

する計上基準について、数理計算上の差異の費用処理方法を変更している。　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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